
平成２５年度　政府予算案（大阪府商工労働部関係）の決定内容
平成25年2月21日
大阪府
※ ２月１日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	Ⅰ　産業振興施策について

１．中小企業振興対策の強化

◇　中小企業への円滑な資金供給の確保
◇　信用保証協会の経営基盤の強化、信用補完制度の充実、強化　等

	◆概算要求の状況　経済産業省

○中小企業の資金繰り支援策　　　　　　〔全〕270.0億円

　　　　　　　　　　　　　　 （H24：〔全〕4113.7億円）
　　　　　　　　　　　　　（H24当初：〔全〕269.7億円）
　　　　　　　 （H24.11月 経済対策：〔全〕951.0億円）

　　　　　　　　　 （H25.1月 補正：〔全〕2,893.0億円）

	　　　　〔全〕265.4億円


	

	
	◆予算項目以外の状況
　「中小企業金融円滑化法の期限到来後の検査・監督の方針等について」

　≪主な内容≫　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H24.11.1金融担当大臣談話）

　・金融機関が、個々の借り手の状況をきめ細かく把握し、他の金融機関と連携を図りながら、貸付条件の変更等や円滑な資金供給に努めるべきということは、円滑化法期限到来後においても何ら変わるものではない
　・金融庁としては、円滑化法期限到来後も、貸し渋り・貸し剥がしの発生や倒産の増加といった事態が生じないよう、日常の検査・監督を通じて金融機関に対し、貸付条件の変更等や円滑な資金供給に努めるよう促していく

	

	２．中小企業の経営安定化等の対策強化


	◆概算要求の状況　経済産業省・公正取引委員会
○下請取引の適正化の推進

（１）経済産業省（中小企業庁）　　　　　 〔全〕5.8億円

　　　　　　　　　　　　　　　　 （H24：〔全〕5.8億円）

　・全国48箇所に設置した「下請かけこみ寺」において、中小企業からの取引に関する相談対応（無料弁護士相談を含む）や裁判外紛争解決手続（ＡＤＲ）を行うとともに、下請ガイドラインの普及啓発等を実施
（２）公正取引委員会　　　　　　　　　 〔全〕88.0億円
　　　　　　　　　　　　　　　 （H24：〔全〕87.4億円）

　・厳正かつ実効性のある独占禁止法の運用

　・中小企業に対する不利益行為の取締り強化等

	　　　　　〔全〕5.8億円

　　　　 〔全〕88.0億円


	

	３．国際戦略総合特区を実現するための思い切った支援

◇　国際戦略総合特区において企業が活動しやすい環境整備

	◆概算要求の状況　内閣府
○「総合特区制度」の推進　　　　　　　〔全〕127.2億円

　　　　　　　　　　　　　　　（H24：〔全〕140.3億円）

○総合特区推進調整費　　　　　　　　　〔全〕124.0億円

　　　　　　　　　　　　　　　（H24：〔全〕138.4億円）

	　　　　〔全〕127.2億円
　　　　〔全〕124.0億円

	

	◇　バイオ関連施策の大阪への重点投資


	◆概算要求の状況
〇課題解決型医療機器等開発事業 経済産業省 〔全〕45億円
　　　　　　　　　　　　　　　　　（H24：〔全〕25億円）

〇医療関連分野におけるイノベーションの一体的推進
　　厚生労働省　　　　　　　　　　　　　〔全〕288億円
　　　　　　　　　　　　　　　　　（H24：〔全〕90億円）

〇センター・オブ・イノベーション（COI）プログラム
　　文部科学省　　　　　　　　　　　　　　〔全〕52億円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （新規）

〇地域イノベーション戦略支援プログラム　文部科学省
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔全〕80.7億円
　　　　　　　　　　　　　　　　（H24：〔全〕78.4億円）

	　　　　　 〔全〕31億円
　　　　　〔全〕130億円

　　　　　 〔全〕74億円
　　　　　〔全〕54.2億円

	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	◇　蓄電池・スマートコミュニティ等への重点投資


	◆概算要求の状況　経済産業省
○次世代エネルギー技術実証事業費補助金　〔全〕24.8億円

　　　　　　　　　　　　　　　　（H24：〔全〕27.8億円）

○先端省エネルギー等部素材開発費（新規）　 〔全〕8億円

○水素供給設備整備事業費補助金（新規）　〔全〕50.0億円

○再生可能エネルギー貯蔵・輸送等技術開発（新規）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔全〕28.5億円

○独立型再生可能エネルギー発電システム等対策費補助金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔全〕60.0億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　（H24：〔全〕9.8億円）


	　　　　　〔全〕21.8億円
　　　　　　〔全〕4億円

　　　　　〔全〕45.9億円

　　　　　〔全〕11.3億円

　　　　 〔全〕30.0億円

	

	
	◆予算項目以外の状況

　・H24.12 京阪神の３府県３政令市が共同申請した「関西イノベーション国際戦略総合
特区」を国が指定
　・H24.1～ 国と地方の協議会（規制の特例措置）⇒とりまとめ公表（H24.7）
⇒秋以降（H24.8～）協議再開

　　　　　　　（規制・制度提案76、優先に限定23、結果：合意4、継続15、提案者再検討等5）

　・H24.3～11 計４回の総合特区計画の認定（税制・財政・金融支援で26プロジェクト
の認定（決定）全国最多）

　・H24.2　区域変更の指定（当初9地区28箇所⇒24箇所追加　計9地区51箇所）

	

	Ⅱ　雇用施策について

１．緊急的な雇用対策

◇　緊急雇用創出事業臨時特例交付金事業の継続・拡充

	◆概算要求の状況　厚生労働省
　○重点分野雇用創出事業の追加交付
事業実施期間：Ｈ25年度末まで

　　　　　　　　　　　　（H24予備費：〔全〕800億円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　 （大阪府30.8億円）
　○起業支援型雇用創造事業の創設
事業実施期間：Ｈ26年度末まで

　　　　　　　　　　　　（H24補正：〔全〕1,000億円）


	
	

	◇　パーソナル・サポート事業に係る財源措置の継続


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○生活困窮者に対する新たな支援体制の構築を図るモデル事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔全〕55億円

　　　　　　　　　　　　　　　（H24補正：〔全〕28億円）


	　　　　　 〔全〕30億円

	

	◇　就労支援機関における求人情報の共有化・助成金の対象拡大


	◆予算項目以外の状況

　・大阪労働局と求人情報の共有化などについて意見交換を実施

	

	◇　JOBサポーターの高等学校への常駐
配置

	◆概算要求の状況　厚生労働省

○大学などの新卒者・既卒者に対する就職支援の推進及び大学へのＪＯＢサポータの全校配置　　　　　〔全〕106億円

　　　　　　　　　　　　　　　　（H24：〔全〕112億円）
	　　　　　〔全〕105億円
	

	
	◆予算項目以外の状況

　・高校への常駐配置は実施されていない

	

	２．雇用・就労対策の充実

◇　フリーターや若年無業者に対する雇用対策の充実

◇　若者に対する人材育成の強化

	◆概算要求の状況　厚生労働省

○若者の就職支援　　　　　　　　　　　　〔全〕359億円

　　　　　　　　　　　　　　　　（H24：〔全〕317億円）
　・大学へのジョブサポーター相談窓口設置、出張相談の強化

　・「若者応援企業」の周知等を通じた中小企業と若者とのマッチング強化
　○若者サポートステーションの拡充等
　　　　　　　　　　　　　 （H24補正：〔全〕60億円）

	　　　　　〔全〕355億円
	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	◇　障がい者への雇用対策の強化


	◆概算要求の状況　厚生労働省

○障がい者への就労支援の推進　　　　　　〔全〕226億円

　　　　　　　　　　　　　　　　（H24：〔全〕219億円）
　・障害者権利条約批准等に向けた障害者雇用促進制度見直し

　・中小企業支援等の強化や地域の就労支援力の更なる強化 
　・障がい特性・就労形態に応じたきめ細やかな支援策の充実
・強化

　・障がい者の職業能力開発支援の充実

	　　　　 〔全〕219億円


	

	◇　各都道府県を単位とした詳細な統計調査の実施


	◆予算項目以外の状況

　・大阪労働局と統計調査の充実について意見交換を実施

	

	◇　「高年齢者就業機会確保事業費補助金」交付制度の条件緩和


	◆概算要求の概要　厚生労働省
○高齢者が地域で働ける場や社会を支える活動ができる場の拡大
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔全〕125億円

　　　　　　　　　　　　　　　　（H24：〔全〕124億円）


	　　　　 〔全〕125億円
	

	３．勤労者福祉の向上

◇　ワークライフバランスの実現を図る取組み強化

	◆概算要求の状況　厚生労働省
○仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔全〕93億円

　　　　　　　　　　　　　　　　（H24：〔全〕109億円）

	　　　　　 〔全〕87億円

	

	◇　最低賃金の引き上げ


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○最低賃金引上げにより最も影響を受ける中小企業への支援や
最低賃金の遵守の徹底　　　　　　　　　　〔全〕35億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　（H24：〔全〕41億円）

	　　　　　 〔全〕32億円


	

	
	◆予算項目以外の状況

　・地域別最低賃金（大阪）の引き上げ　786円 ⇒ 800円

	

	◇　派遣労働者に対するセーフティネット
の強化

	◆概算要求の状況　厚生労働省
○有期・短期・派遣労働者等安定雇用実現プロジェクト（仮称）
の推進、今後の労働者派遣制度の在り方についての検討等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔全〕58億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（新規）


	　　　　　 〔全〕54億円


	

	◇　非正規労働者の処遇改善を図るための
取組みの推進

	◆概算要求の状況　厚生労働省
○非正規雇用労働者の雇用の安定及び人材の育成・処遇の改善

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔全〕325億円

　　　　　　　　　　　　　　　　（H24：〔全〕283億円）

	　　　　 〔全〕316億円


	

	
	◆予算項目以外の状況
　・改正労働者派遣法：H24.10.1施行、改正労働契約法：H25.4.1施行


	

	◇　介護サービス労働者に対する労働条件等の改善


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○持続可能な介護保険制度の運営　　〔全〕2兆5,463億円

　　　　　　　　　　　　　（H24：〔全〕2兆4,033億円）


	　 〔全〕2兆5,540億円


	

	◇　建設業退職金共済制度に係る円滑かつ確実な履行確保


	◆予算項目以外の状況
　・厚生労働省において、労働者への退職金支払がより確実となるよう、「中小企業退職金共済法施行規則」が改正。労働者（被共済者）の新規加入や共済手帳更新時の申請書に、企業（共済契約者）が労働者の住所を明記することを義務化（H25.1.1施行）

	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	４．職業能力開発制度の充実

◇　訓練手当の所得要件の基準改正


	◆予算項目以外の状況

　・厚生労働省において、現時点では訓練手当の所得要件の基準は改正されていない

	

	◇　委託訓練事業に従事する職員の人件費に係る財源支援


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○離職者訓練等の委託事業に従事する府職員人件費を全額負担
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔全〕2.2億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　（H24：〔全〕2.2億円）


	　　　　　 〔全〕2.2億円

　　　大阪府0.04億円

　※正規職員人件費1名

	

	◇　職業能力開発促進法に基づく技能検定制度の見直し


	◆概算要求の状況　厚生労働省

○技能検定制度の整備　　　　　　　　　　　〔全〕10億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　（H24：〔全〕14億円）

	　　　　　 〔全〕10億円
	

	５．あいりん地域対策の強化

◇　日雇労働者の雇用環境等の改善

◇　東日本大震災の復旧等事業を契機とした求人の適正化　等

	◆予算項目以外の状況

　・厚生労働省において、復旧・復興作業などを行う労働者の放射線障害防止のため、「東日本大震災により生じた放射線物質により汚染された土壌等を除染するための業務等に係る電離放射線障害防止規則」が改正され、適用対象業務が拡大（H24.7.1）

	

	６．ホームレスの人等の就労自立支援等

◇　ホームレスの人等の就労機会の確保・提供
◇　ホームレス化の予防支援

◇　住居喪失不安定就労者に対する住居確保の支援

	◆概算要求の状況　厚生労働省

○ホームレス等就業支援事業　　　　　　　　〔全〕3.9億円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （大阪府1.3億円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　 H24：〔全〕4.2億円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（大阪府1.4億円）

　※実施箇所：東京、大阪、神奈川、愛知

	　　　　　〔全〕3.9億円

　　　（大阪府1.3億円）


	

	Ⅲ　国と地方等の適正な役割分担について

１．国出先機関の移管に向けた支援

◇　ハローワークの地方自治体への移管 など

	◆予算項目以外の状況
　・広域実施体制（広域連合への丸ごと移管）の実施のための関係法案を閣議決定したが、法案審議には至っていない

　・ハローワーク業務の一部を都道府県の指示で行うことができるハローワーク特区にハローワーク浦和、佐賀の２箇所を選定
　　【事業開始】ハローワーク浦和：H24.10.29
　　　　　　　　ハローワーク佐賀：H24.10.1


	

	２．都道府県における計量行政のあり方

◇　検査・検定における民間活用の促進

◇　計量教習の実施拡大

	◆予算項目以外の状況
　・経済産業省において、全国計量行政会議等を通じた地方自治体との意見交換をふまえ、民間能力の活用拡大など、今後の計量行政のあり方について検討中
　・H25年度から計量行政新人教習について、独立行政法人産業技術総合研究所関西センターにおいても実施

	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
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